
交番，駐在所は，地域警察活動の拠点として全国各地に置かれており，その受持ち区域において，
住民の要望にこたえるための活動を行うとともに，すべての警察事象に即応する態勢をとることによ
り，地域住民のための「生活安全センター」としての役割を果たしている。

（1）パトロール等による犯罪，事故等への対応

①パトロールの実施
交番，駐在所（以下「交番等」という。）の地域警察官は，受持ち区域の犯罪

の発生状況を分析し，犯罪が多く発生している場所や時間帯に重点を置いてパトロ
ールを実施することにより，犯
罪の抑止及び犯人の検挙に努め
ている。
パトロールに当たっては，不

審な者に対する職務質問を実施
するとともに，危険箇所の把握，
犯罪多発地域の家庭等に対する
防犯指導，パトロールカードに
よる地域安全の確保に必要な情
報の提供等を行っている。

②立番，街頭での警戒
交番等の地域警察官は， 交番等の出入口付近で立って警戒に当たる立番や，交差点等における警
戒を行い，犯罪，事故の防止及び犯罪の検挙，交通指導取締り等に努めている。

交番，駐在所の地域警察官の活動
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パトロール

立番

パトロールの方法
交番等の地域警察

官は，次の方法でパ
トロールを行って
いる。
・　徒歩
・　自転車
・　オートバイ
・　小型警ら車

［事例］ 警視庁では，毎朝通勤・通学時間帯に地域警察官が交番等での立番を行い，周囲の警戒に当

たるとともに，通行する地域住民への挨拶を励行し，触れ合いを深める「おはよう立番」を実施して

いる。



（2）地域に密着した活動

①地域住民と協力した活動
全国の交番等では，地域の安全と平穏を守るため，住民の要望等

を把握する「要望把握活動」や，地域の身近な問題を解決する「問
題解決活動」を行っている。
交番等の地域警察官は，受持ち区域の家庭，事業所等を訪問し，

防犯，事故防止等についての指導連絡，住民の困りごとや要望等の
聴取に当たる巡回
連絡を行ってい
る。

また，交番等の地域警察官と，各界，各層の住
民等が，相互に検討・協議し，協力して犯罪，事
故，災害のない明るいまちをつくるための場とし
て，交番等を単位に「交番・駐在所連絡協議会」
が設置されており，平成13年末現在，全国で１万
3,655協議会となっている。

② 地域住民に身近な安全情報を提供する活動
全国の交番等では，「情報発

信活動」の一環として，受持

ち区域の事件，事故等の発生

状況とその防止方策等の住民

にとって身近な話題を伝える

ミニ広報紙等を作成し，住民

等に配布している。
また，犯罪，事故の発生状

況や多発箇所等，地域の安全
確保のため必要な情報を迅

速・的確に地域住民に提供するため，公共施設等の人目に付く
場所に「交番速報」を掲出している。
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区 　 　 　 分  総検挙人員（人） 構成比（％） 地域警察官による検挙 

刑 法 犯 総 数  325,292 75.8246,672

7,490 33.42,502

50,428 46.523,472

168,919 83.4140,951

13,712 45.26,200

155,207 86.8134,751

76,167 88.967,742

6,166 38.82,395

16,122 59.69,610

凶 悪 犯  

粗 暴 犯  

窃 盗 犯  

侵 入 盗  

非侵入盗 

知 能 犯  

風 俗 犯  

そ の 他  

注：　知能犯には，占有離脱物横領を含む。 

　●表3-1●　地域警察官による刑法犯被疑者検挙人員（平成13年） 

交番速報

巡回連絡

平成13年中の刑法犯検挙人員のう
ち，地域警察官の検挙によるものが
75.8％を占めている。

ＣＲ名刺
巡回連絡の際に，住民に対して地

域警察官本人の顔写真や似顔絵等を
刷り込んだ「ＣＲ名刺」（ＣＲ：
Community Relations）の配布を進
めることにより，地域住民との触れ
合いを深めている。

情報発信活動
交番等では，右にあげたもののほ

か，地域住民との間のＦＡＸネット
ワークの構築やＣＡＴＶ（ケーブル
テレビ）等の各種広報媒体の効果的
活用により，情報発信活動を行って
いる。
また，最近では，インターネット

のホームページにより情報発信活動
を行っている例もある。



交番等の機能

（1）交番等の運用形態
交番は，原則として，犯罪，事故等が多い都市部の地域に設置され，１当番当たり３人以上の交替
制勤務の地域警察官により運用することとしており，駐在所は，原則として，都市部以外の地域に設
置され，勤務場所と同一の施設内に居住する１人の地域警察官により運用することとしている。
全国の交番の数は約6,600か所，駐在所の数は約8,000か所である（平成14年４月１日現在）。

（2）交番所長制度と交番等のブロック運用
○　交番所長
・　住民が多く来訪するなど，地域の拠点となる交番に配置
・　日勤制で勤務し，交番の業務全体を把握し，統括
○　班長
・　交替制勤務の交番の当番ごとの活動を一体として効率的に行うため，交替制勤務ごとに配置
○　ブロック運用
・ 昼夜の人口，治安情勢等の地域実態に即した弾力的な警察活動を推進し，地域における警戒活
動を一層充実させるため，近接する２以上の交番等を組み合わせてブロック単位で運用し，夜間
の合同パトロール等を実施
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交　　番

駐在所



（3）交番相談員の配置
都市部の主要な交番には，警

察官ＯＢ等から成る交番相談員
が配置されている。
警察では，交番相談員の配置

により，警察官がパトロール等
の所外活動中でも，交番を訪れ
た住民に適切な対応がなされる
よう努めている。

（4）交番等の施設，設備の充実強化
警察では，住民が警察への相談，防犯についての会合等を行うためのコミュニティ・ルームを交番
等に設けるなど，交番等の施設，設備の充実強化に努めている。
また，警察官が不在の場合でも地域住民が警察に連絡を取ることができるように，受話器を取ると
警察署につながるホットライン（不在転送電話）を整備している。

（5）遺失物の取扱い
交番等の地域警察官は，

遺失物を速やかに遺失者等
に返還するため，遺失・拾
得届の受理業務を行ってい
る。
平成13年中に警察が取

り扱った遺失届は約328万
件，拾得届は約500万件で
あった。
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コミュニティ・ルーム 不在転送電話

拾 得 届  

9 10 11 12 13

144 135 132 131 133

441 430 429 417 414

833 852 844 914 1,036

636 641 655 666 664

通 貨  

物 品  

（ 億 円 ）  

（ 万 点 ）  

遺 失 届  

拾 得 届  

遺 失 届  

年次 区分 

　●表3-2●　遺失物・拾得物の取扱い状況の推移（平成9～13年） 

遺失物の保管状況

交番相談員の活動状況

交番相談員の活動
・ 住民の意見，要望等
の聴取
・　遺失・拾得届の受理　
・　被害届の代書等
・　地理案内

遺失物の返還率
13年中，拾得届のあった

金品のうち，現金について
は約７割，物品について
は約３割が遺失者に返還
されている。



市民に定着した110番

（1）110番通報の現状

警察では，毎年１月10日を「110番の日」と定め，市民に対して110番の適切な利用を呼び掛ける
とともに，警察による緊急の対応を必要としない電話による相談等については，「＃（シャープ）
9110番」を利用するよう呼び掛けている。
また，移動電話からの110番通報については，通報者が通報場所を正確に伝えにくく，受理及び指
令に時間を要することもあることなどから，通話中にはできるだけ場所を移動しないこと，通話終了
後に電源を切らないことなどを呼び掛けている。
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4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

4,856,390 5,048,171 5,256,806 5,709,973 6,198,980 6,516,130 6,899,188 7,216,210 8,087,976 8,716,922

100 104 108 118 128 134 142 149 167 179

165,698 199,058 297,249 672,998 1,351,012 1,867,298 2,403,735 2,895,622 3,661,312 4,353,203

3.4 3.9 5.7 11.8 21.8 28.7 34.8 40.1 45.3 49.9

件数（件） 

うち移動電話
からの件数 

指 数  

構成比（％） 

区分 
年次 

注：　指数は平成4年を100とした。 

　●表3-3●　110番通報受理件数の推移（平成4～13年） 

総数 
8,716,922件 

虚報・誤報：184,125（2.1％） 

交通関係 
：2,680,235 

　　　　　　　　　　（30.7％） 

続報 
：957,831 

　　　　　　　（11.0％） 

各種情報 
：905,387 

　　　　　　（10.4％） 

要望・苦情：835,298（9.6％） 

各種照会：1,366,667（15.7％） 

その他：365,415（4.2％） 

変死：36,196（0.4％） 

けんか口論：297,773（3.4％） 

保護関係：304,153（3.5％） 

刑法犯等：729,899（8.4％） 

警察による緊急の対応を必要としないもの 

災害関係：53,943（0.6％） 

　●図3-1●　110番通報の内容別受理件数（平成13年） 

　●図3-2●　通信指令 

事件発生 110番通報 現場臨場 事件解決 

 

110番通報受理 
指令開始 

通信指令室 

110番通報の受理状況
平成13年中に全国の警察で受理し

た110番通報の受理件数は約872万件
で，12年に比べ約63万件増加した。
これは，3.6秒に１回，国民14人に

１人の割合で通報がなされたことに
なる。
特に，移動電話からの110番通報の

増加が著しく，全体の49.9％を占め
るまでに至っている（表3－3）。



（2）通信指令システムの概要
110番通報に迅速かつ的確に対応するため，都道府県

警察ごとに通信指令室が設けられている。110番通報を
受理した通信指令室では，直ちにパトカーや交番等の地
域警察官を現場に急行させるとともに，必要に応じて緊
急配備の発令，他の都道府県警察への通報等を行い，人
命の救助，被疑者の早期検挙等に努めている（図3－2）。
また，警察では，リスポンス・タイムの短縮のため，

事案発生場所の早急な把握のための地理情報システムの導入やパトカーの活動状況が容易に把握でき
るカーロケータ・システムの導入等，通信指令システムの高度化に努めている。

①緊急配備
重要事件等の発生に際し，被疑者を迅速に検挙し，事後の捜査資料を得るため，交番等の地域警察
官を中心として，必要な警戒員を臨時かつ集中的に検問，張り込み等のために配置することを緊急配
備と呼んでいる。

②リスポンス・タイム
通信指令室が110番通報を受理し，パトカー等に指令してから警察官が現場に到着するまでの所要
時間のことをリスポンス・タイムと呼んでいる。13年中の110番集中収容地域におけるリスポンス・
タイムの平均は６分22秒であった。

（3）外国語による110番通報
警察では，外国語による110番通報に対応するため，通信指令室に外国語に通じた警察官を配置す
るほか，通訳センター（第９章第１節「国際捜査態勢の強化」参照）の係員や指定通訳員等の外国語
が話せる警察職員に転送して三者間通話を行うなどの手法も導入している。
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9 10 11 12 13

6,145 7,099 7,211 8,652 9,459実施件数（件） 

2,468 2,761 2,631 2,864 3,008検挙件数 

40.2 38.9 36.5 33.1 31.8検 挙 率（％） 

年次 区分 

　●表3-4●　緊急配備実施状況の推移（平成9～13年） 

3分未満 

24,794

2,903

11.7

3分以上5分未満 

43,001

4,478

10.4

5分以上10分未満 

163,796

10,389

6.3

リスポンス・タイム 区分 

出動件数（件） 

検挙件数 

検 挙 率（％） 

　●表3-5●　110番集中収容地域における刑法犯のリスポンス 

　　　　　　　　　 ・タイムと現場周辺における検挙状況（平成13年） 

通信指令状況

110番集中収容地域
110番通報を警察本部の通信指令室で直接受理

するシステムが設けられている地域をいう。これ
以外の地域では，警察署で110番通報を受理し
ている。



（1）パトカーの活動
全国の警察本部や警察署に

配備されたパトカーは，交番，
駐在所の地域警察官と連携をと
りながら，管内のパトロールを
行うとともに，その機動力を生
かして犯罪，事故等の発生時に
おける初動措置に当たってい
る。

（2）水上警察活動
警察では，主要な港湾，離島，河川，湖沼等を管轄する全国の警察署等に警察用船舶約200隻を配
備し，パトカーや警察用航空機との連携を図りながら，
・　パトロール
・　各種犯罪の取締り
・　訪船連絡等による安全指導
等の活動を行っている。

事件，事故に即応するための諸活動
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4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

1,593,504 1,812,969 1,616,741 1,744,477 1,659,282 1,824,463 1,905,039 2,052,454 2,444,604 2,469,127

100 114 101 109 104 114 120 129 153 155

パトカー出動件数（件） 

指数 

年次 区分 

注：　指数は平成4年を100とした。 

　●表3-6●　パトカーの出動件数の推移（平成4～13年） 

パトカー（警ら用無線自動車）

水上警察活動

パトカーの配備状況
パトカーは正式には「警ら

用無線自動車」といい，警察
署に置かれている自動車警ら
班に配備されているほか，警
察本部に置かれている自動車
警ら隊にも配備されている。

パトカーの出動件数
110番通報を受理した際に

通信指令室からの指令に基づ
きパトカーが出動した件数。



（3）警察用航空機の活動
警察用航空機（ヘリコ
プター）は全国に約80
機が配備されており，そ
の機動性，高速性，
広視界性という利点を活
用し，
・　交通情報の収集
・　災害危険箇所の調査
・　環境犯罪の監視
等を行っている。
また，犯罪，事故及び災害の発生に際しては，通信指令室，パトカー及
び警察用船舶との連携を図り，
・　情報収集
・　被疑者の捜索及び追跡
・　被災者等の救難救助
等の活動を行っている。

（4）鉄道警察隊
鉄道警察隊は，鉄道施設における犯罪等の発生

状況の分析結果に基づき，列車への警乗，駅構内
のパトロール等を行い，
・　すり，置き引き等の犯罪の予防及び検挙
・　少年補導
・　迷い子等の保護
・　鉄道事故における人命の救助
等を行っている。
上記のほか，最近では特に列車内や駅のホーム

における凶悪犯や粗暴犯が急増したことから，
・　朝夕のラッシュ時間帯等における見張り
・　列車への警乗の強化
等により，犯罪の未然防止活動を推進している。
さらに，
・　鉄道事業者との連絡協議会の設置
・　列車事故を想定した鉄道事業者との共同訓練の実施
等により，鉄道施設内の治安維持に努めている。
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9 10 11 12 13

痴漢等の性的被害に関する相談（件） 2,501 2,561 2,722 2,463 2,391

297 488 515 664 449その他の相談 

年次 区分 

　●表3-7●　女性被害相談所における相談受理状況の推移（平成9～13年） 

警察用航空機

鉄道警察隊員の活動

警察用航空機の出動状況
平成13年中の警察用航空機

の出動回数は２万6,654回で
あった。
また，山岳遭難，水難等の

救助活動では，1,760 回出動
し，402人を救助し，102遺体
を収容した。

女性被害相談所
鉄道警察隊では，女性被害

相談所を開設して，鉄道施設
内等で犯罪の被害に遭った女
性からの相談を受理してい
る。



（1）住民の立場に立った相談業務の推進
平成13年中における相談取扱件数は93万228件で，前年に比べ18万5,685件（前年比24.9%増）増
加した（表3－8）。

警察では，住民からの相談等に誠実にこたえるため，警察安全相談員や相談業務担当者の配置等を
進め，相談された事案が刑罰法令に抵触する場合には検挙等の措置を講じることはもとより，刑罰法
令に抵触しない場合であっても防犯指導，相手方に対する指導・警告等を行うことにより，犯罪等に
よる被害の未然防止の徹底を図っている。
他方，国民から寄せられる相談は膨大かつ多岐にわたり，その中には，警察以外の機関において取
り扱うことが適切であるものも含まれている。このような情勢の下，国民からの要望に行政として適
切に対応するには，他機関の所掌に係る事案は当該他機関に円滑に引き継ぐ等，関係機関等と相互に
緊密な連携を図ることが必要不可欠であることから，警察と関係機関等との相談ネットワークの構築
を推進し，相談業務の充実に努めている。

（2）家出人，行方不明者等の発見・保護活動
警察では，警察官職務執行法等に基づいて，でい酔者，迷い子等の応急の救護を要する者の保護活
動を行っている。また，家出人の発見・保護活動も行っており，犯罪に巻き込まれ，又は自殺するお
それがあるなどの家出人については，特にその迅速な発見・保護に努めている。
なお，平成13年中の家出人の発見数は，捜索願の届出がなされていない者も含め，９万692人で

あった。
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　●表3-8●　相談取扱件数の推移（平成4～13年） 
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（3）「女性・子どもを守る施策実施要綱」（平成11年12
月警察庁制定）による犯罪等の未然防止活動

○　女性・子どもが被害者となる犯罪等については，刑罰法令に抵触する事案につき，適切に検挙措
置を講ずる。
○　被害女性が検挙を望まない又は刑罰法令に抵触しない事案についても，事案に応じて，次のよう
な支援を行う。
・　防犯指導等により，適切な自衛・対応策を教示
・　地方公共団体の関係部局，弁護士等の他機関の紹介
・　必要があると認められる場合には，相手方に指導警告を実施

（4）「長寿社会総合対策要綱」に基づく，高齢者に対する
支援活動

○　高齢者に対する保護活動
警察では，巡回連絡等を通じて高齢者に対し防犯指導等を行っている。また，はいかい高齢者の
増加が問題となっていることから，自治体等と連携して「はいかい老人ＳＯＳネットワーク」を構
築するなど，これらの者の早期発見・保護のための取組みを推進している。
○　高齢者の社会参加活動
警察では，高齢者が安心して生きがいをもって生活できるように，老人クラブ等と連携して地域
安全活動への取組みを通じた高齢者の社会参加を支援し，地域の連帯感や相互扶助機能の強化を図
っている。

（5）障害者を支援する活動
障害者は，犯罪，事故の被害に遭う危険性が高く，これらに対する不安感も強いことから，警察で
は，次のような各種施策の推進に努めている。
○　手話交番の設置
・　聴覚障害者のため，手話ができる地域警察官等を配置
・　平成13年末現在17都府県59交番等で開設
・　手話ができる地域警察官等は，(財)全日本ろうあ連盟
の作成した「手話バッジ」を着用

○　「FAX110番」の設置
・　電話機による意思の伝達が困難な障害者のため，緊急
通報をファックスにより受け付ける「FAX110番」を設置

○　その他の施策
・　視覚障害者のため，点字や録音テープによる地域安全情
報の提供

・　交番等のスロープ，点字付きインターホン等の設置

（6）ホームレス対策の強化
最近，大都市を中心に，特定の住居を持たずに道路，公園，河川敷，駅舎等での野宿生活を送って
いる者（以下「ホームレス」という。）の存在が社会問題となっている。このような情勢を踏まえ，
警察では，関係自治体及び公共施設管理者との緊密な連携を図りながら，地域住民が不安を訴えてい
る地域のパトロール活動，緊急に保護を要するホームレスの一時的な保護等所要の活動を強化してい
る。
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（1） 犯罪防止に配慮した環境設計活動
（ハード面の施策）の推進

警察は，道路，公園等の公共施設や住居の構造，設備，配置等について，犯罪防止に配慮した環
境設計を行うなど，犯罪被害に遭いにくいまちづくりを推進し，国民が安全に安心して暮らせる地
域社会とするための取組みを推進している。
警察庁は，建設省都市局（当時）とともに学識者，建築業界関係者等の協力を得て，緊急に対策

の必要な道路，公園，駐車・駐輪場及び公衆便所に係る防犯基準と共同住宅における防犯上の留意
事項の策定作業を行い，その成果を基に，平成12年２月，「安全・安心まちづくり推進要綱」を制
定した。警察では，これらの知見に基づいて次のような施策を講じているところである。
○　街頭緊急通報システム（スーパー防犯灯）の整備（警察庁）
・ 「歩いて暮らせる街づくりモデルプロジェクト地区」（経済新生対策全国20地区）から10地
区を選定し，各地区の道路・公園にそれぞれ19基を設置（13年）

○　街頭防犯カメラ・スーパー防犯灯の整備（警視庁）
・　コミュニティセキュリティカメラ（CSC）システム
繁華街（新宿歌舞伎町）に街頭防犯カメラ50台を設置（14年）
・　スーパー防犯灯
街頭犯罪多発地域３か所（江戸川区清新町，世田谷区上祖師谷，杉並区浜田山）の道路・公園
に19基を設置（14年）

○　スーパー防犯灯の整備（大阪）
・　ひったくり多発地域２か所（東大阪市，大阪市平野区）の道路に18基を設置（13年）
○　天理駅前広場再整備事業における防犯設備等の整備（奈良）
・ 天理駅前の地下道，地下駐車場整備事業に伴い，防犯設備（防犯カメラ，非常回転灯，非常
通報装置）等を市費で整備（14年）

○　防犯モデルマンション登録（認定）制度の整備・運用（静岡，広島，大阪）

【道路，公園，駐車・駐輪場及び公衆便所に係る防犯基準（抜粋）】
１　道路
○　原則として，ガードレール，樹木等により歩道と車道とが分離されたものであること。
○　防犯灯，街路灯等により，夜間において人の行動を視認できる程度の照度が確保されていること。 等
２　公園
○　植栽，いけがき，草むら，ぶらんこ等の遊戯施設等につき，周囲の道路，住居等からの見通しを確保するための措置がとられていること。
○　当該公園の周辺に，交番・駐在所，子ども110番の家等が，又は当該公園に防犯ベルが設置されていること。 等
３　駐車・駐輪場
○　管理者が常駐若しくは巡回し，管理者がモニターするカメラその他の防犯設備が設置され，又は周囲から見通しが確保された構造を有すること。
○　駐車の用に供する部分の床面において２ルクス以上，車路の路面において10ルクス以上の照度がそれぞれ確保されていること。 等

【共同住宅に係る防犯上の留意事項（抜粋）】
○　基本事項
・　共用出入口，エレベーターホール等における見通しの確保及
び必要な照度の確保
・　住戸の玄関扉に係る防犯措置（破壊に強い材質，こじ開け防止の措置等），
破壊及びピッキングに強い錠の設置　　等

○　推奨事項
・　共同玄関扉へのオートロックシステムの導入
・　エレベーターのかご内への防犯カメラの設置　　等
○　特に配意すべき事項
・　住戸の玄関扉における補助錠の設置
・　住戸の窓における破壊が困難なガラスの使用　　等

スーパー防犯灯

安全・安心まちづくりの推進
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（2） 地域安全活動（ソフト面の施策）の推進
①防犯協会を中心とした地域住民等による地域安全活動
警察は，国民が安全に安心して暮らせる地域社会を実現するため，生活に危険を及ぼす犯罪・事

故・災害を未然に防止するための地域安全活動を推進している。推進に当たっては，地域住民・警
察・自治体の緊密な連携と警察活動の強化が不可欠である。
地域住民による主な地域安全活動としては，危険箇所のパトロールの実施，防犯懇談会の開催，

防犯広報の実施等があり，各地区の防犯協会が中心となって推進している。また，地域の安全確保
に対する気運の高まりを受けて，特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）や女性によるボランティア組
織が結成され，様々な活動が展開されているところである。

②職域防犯団体の活動
犯罪の被害を受けやすい業種，犯罪に利用されやすい業種等を中心として，組織的な防犯対策を

講じるための職域防犯団体が結成されている。職域防犯団体は，組織力を活かした活動，職場の持
つ情報網の活用等，地域安全活動を推進する上で大きな利点を有しており，防犯協会とともにボラ
ンティア活動を積極的に行っている。

③全国地域安全運動の展開
（財）全国防犯協会連合会及び各都道府県防犯協

会を中心として，13年10月11日から20日までの10
日間，「全国地域安全運動」が展開された。この運動
を通じて，女性・子どもの被害防止活動等，各地域
の実情に応じた様々な地域安全活動が実施された。

［事例］ 特定非営利法人日本ガーディアン・エン

ジェルスは，東京，大阪，仙台等の事務所を拠

点に，地域における防犯パトロールや環境浄化

活動を行うなど地域安全運動を展開している。

発足後１年を経過した日本ガーディアン・エン

ジェルス関西本部和歌山パトロール隊では，毎

月第１，第３土曜日の和歌山駅周辺の夜間パト

ロールに重点的に取り組むなど，地道で地域に

密着した活動を行っているため，地域住民の期

待が高まっている（和歌山）。

［事例］ 秋田県理容生活協同組合は，秋田県警察及び社団法人秋田県防犯協会連合会が推進している

「安全・安心ネットワークあきた」に参加し，平成13年６月１日からは組合加盟の約2,000店の理容

店に「子ども・女性110番」のプレートを掲げ，地域に点在して昼間稼働している職場の利点を生か

し，子どもや女性等が犯罪や事故に巻き込まれるのを防ぐための緊急避難所の役割を担っている。

ガーディアン・エンジェルスの街頭活動

平成13年全国地域安全運動



ストーカー事案及び配偶者からの暴力事案への対応

（1）ストーカー事案への対応
ストーカー事案は，殺人等の凶悪事件に発展する事案が見られることなどから大きな社会問題とな
っており，警察への相談件数も平成12年に急増し，13年においても同水準で推移している（図3－5）。
警察では，被害者の意思を踏まえ，12年11月に施行されたストーカー行為等の規制等に関する法律
（以下「ストーカー規制法」という。）に基づいて，警告，禁止命令等，援助等の行政措置を講ずるこ
とにより被害拡大の防止を図るほか，同法その他の法令を積極的に適用してストーカー行為者の検挙
に努めている（図3－6，図3－7）。また，各種法令に抵触しない場合であっても，防犯指導，関係
機関の教示等を行うとともに，必要に応じてストーカー行為を行っている相手方に対する指導・警告
を行うなど，被害者の立場に立った積極的な対応を推進している。
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　●図3-5●　ストーカー事案に関する相談件数の推移（平成9～13年） 
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注：　数値は法の施行日から平成13年末日までのもの。 

　●図3-6●　ストーカー規制法の適用状況 

総数 

1,025事件 

殺人：1件 
（施行日以降平成13年末日まで） 
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注：　数値は法の施行日以降平成13年末日までのもの。

　●図3-7●　ストーカー規制法以外の法令違反による 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ストーカー行為者の検挙状況 



（2）配偶者からの暴力事案への対応
警察では，平成13年10月に施行された配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律

（以下「配偶者暴力防止法」という。）に基づいて，裁判所から出された保護命令に違反した場合の検
挙措置や被害防止措置，配偶者暴力相談支援センター等の関係機関・団体等と連携した被害者対策等
を通じて，被害者の立場に立った積極的な保護対策を講じている。
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　裁判所への書面提出数とは，配偶者暴力防止法に基づき，被害者が警察に「相談し，又は援助若しくは保護を求めた事実」等を保護命令の申立書に記載した場合，裁判所
からの求めに応じて，警察がその内容を記載した書面（配偶者からの暴力相談対応票）を裁判所に提出した数 
　保護命令（接近禁止命令、退去命令）の通知受理件数とは，配偶者暴力防止法に基づき，警察が裁判所からの保護命令発出の通知を受理した数　　　　　 
　数値は法施行日から14年４月30日までの間に警察が把握した数 

　●図3-8●　夫から妻（内縁関係にある者を含む）への暴力（殺人，傷害及び暴行）の検挙件数の推移（平成9～13年） 

　●図3-9●　配偶者暴力防止法に基づく取扱件数 


	平成14年版 警察白書
	第3章 生活安全の確保と警察活動
	第1節 地域の安全を守る諸活動
	「交番，駐在所の地域警察官の活動」
	「交番等の機能」
	「市民に定着した110番」
	「事件，事故に即応するための諸活動」
	「地域住民の保護・支援活動」
	「安全・安心まちづくりの推進」
	「ストーカー事案及び配偶者からの暴力事案への対応」






